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連載 第 3回 

CISPR（国際無線障害特別委員会）の歴史（その 2） 

徳田 正満 

4． CISPR の現在の組織構成 

現在の CISPR の組織構成を図 2 に示す。CISPR は、最高議決機関である総会の下に、運営委員会と各

分野を担当する A、B、D、F、H および I の 6 つの SC が設置されており、さらにそれらの下に、必要

に応じて WG（Working Group：作業班）が置かれている。 

図 2 現在（2015 年 6 月末）の CISPR の組織構成 

WG1：EMC 測定装置 
WG2：EMC 測定法、統計的手法および不確かさ

WG1：工業, 科学および医療用（ISM）無線周波機器

WG2：架空送電線, 高電圧機器および電気鉄道からの妨害

WG1：建物内、道路沿いまたは屋外区域で使用される受信機の保護 
WG2：車載、周辺車両で使用される受信機の保護

WG1：モータ・電気接点を内蔵した家庭用電気機器 
WG2：照明機器 

WG1：エミッションに関する EMC 製品規格の調査

WG2：マルチメディア機器のエミッション許容値と測定法 
WG4：マルチメディア機器のイミュニティ許容値と測定法 

WG2：用語と定義 

SC-A：無線妨害波測定および統計的手法 
Radio-interference measurements and statistical methods 

SC-B：工業、科学および医療用無線周波機器ならびに架空送電線、高電圧機器および電気鉄道からの妨害 
Interference relationg to industrial, scientific and medical radio-frequency apparatus, to other (heavy) industrial equipment, to
overhead power lines, to high voltage equipment and to electric traction 

SC-D：自動車および内燃機関が駆動する装置の電気/電子装備品に関する電磁妨害 

Electromagnetic disturbances related to electrical/electronic equipment on vehicles and internal combustion engine powered devices 

SC-F：家庭用電気機器および照明装置からの妨害とイミュニティ 

Interference relating to household appliances, tools, lighting equipment and similar appliances 

SC-H：無線業務保護のための妨害波許容値 

Limits for the protection of radio services 

SC-I：IT、マルチメディア機器および受信機の EMC 

Electromagnetic compatibility of information technology equipment, multimedia equipment and receivers 

SC-S：運営委員会 
 Stearing Committee of CISPR 

CISPR（国際無線障害特別委員会）総会 
Plenary Assembly of CISPR (International Special Committee on Radio Interference)
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運営委員会のワーキンググループとして、スマートグリッドに関する WG1 が 2011 年に設置されたが、

「スマートグリッドに接続する装置の EMC に対する CISPR ガイダンス文書」CISPR/1270/INF を 2014

年 2 月に発行して当面の作業を終了したため、WG1 は解散された 10)。 

5． CISPR 国際会議に対する日本人の活動 

日本が CISPR 国際会議に最初に参加したのは 1939 年のロンドン会議であるが、それ以後は NHK 関

係者が断続的に参加しただけであった。しかし、日本の産業が発達するとともに CISPR の重要性が増し

てきたため、電波技術審議会第 3 部会は、1973 年のウエストロングブランチ会議から複数の代表を派遣

して本格的に CISPR 国際会議に参加し始めた。これには国内体制の整備が不可欠であるが、当時の第 3

部会委員であり、郵政省出身の故蓑妻二三雄氏の献身的な尽力によるところが大である。同氏は、1983

年に CISPR 運営委員会の co-opt member に選ばれ、それ以後、日本の代表が継続して CISPR 運営委員会

に参加している。また、1988 年には日本が SC-B の幹事国に選ばれたが、これは当時の CISPR 委員会委

員であった日本品質保証機構の故岡村万春夫氏のCISPR国際会議における評価が極めて高かったためで

あり、岡村氏が日本人として初めて SC-B の国際幹事になった。さらに、2001 年に発足した SC-I の幹事

国を日本が務めることになり、ソニー（当時）の岡崎憲二氏が初代の国際幹事に、また NTT アドバン

ステクノロジ（当時）の雨宮不二雄氏が初代の国際幹事補佐に任命された。このように日本は CISPR 活

動に多大なる貢献をしてきたが、その仕掛け人は郵政省通信総合研究所（当時）に所属していた杉浦行

氏である。

6. CISPR に対する国内審議体制の変遷 11～13)

CISPR に対する現在の国内審議団体は、情報通信審議会／情報通信技術分科会／電波利用環境委員会

（主査：首都大学東京 多氣昌生教授）であり、その事務局は総務省総合通信基盤局電波環境課である。

電波利用環境委員会は、審議会諮問第 3 号「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」に

基づいて、CISPR 勧告案等に対する評価について、および CISPR 勧告の国内規格化について審議を行っ

ている。

この電波利用環境委員会のルーツは、1949 年 6 月 1 日付の電気通信省組織令に基づいて設置された電

波技術審議会であり、諮問第 1 号の第 3「受信妨害に関する対策」に関して第 3 部会が審議を開始した。

当初、CISPR との連携はほとんどなく、例えば、妨害波測定器に関して 1955 年に日本独自の規格を作っ

た。しかし、1960 年代になると諮問事項に「CISPR への寄与」が加わり、CISPR に積極的に貢献すると

ともに、その規格の国内導入を図ることになった。その後、1985 年に改組されて電気通信技術審議会／

CISPR 委員会になったが、その当時の CISPR 委員会の構成を図 3 に示す。1973 年の大改正によって設

置された SC-A～SC-F の 6 つの SC に対しては、それぞれ二つの SC をまとめて一つの分科会を組織して

いるが、その後順次設置された SC-G と SC-H に対しては、それぞれ分科会を設置している。しかし、

1998 年 12 月に SC に対する審議体制が大幅に変更され、図 2 に示す CISPR の各 SC に対応して、SC-A

には A グループ、SC-B には B グループという名称のグループが設置された。 

2000 年には、情報通信審議会／情報通信技術分科会／CISPR 委員会になった。さらに、2011 年 1 月

には、情報通信技術分科会の体制が大幅に見直され、CISPR 委員会と局所吸収委員会を合体して電波利
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用環境委員会（主査：名古屋工業大学 藤原修教授（当時））を設立し、現在の体制になった。電波利用

環境委員会の場合は、図 2 に示す CISPR の各 SC に対応して、SC-A には A 作業班、SC-B には B 作業班

という名称の作業班が設置された。

図 3  1998 年 12 月以前の CISPR 委員会の構成 
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